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[タイトル]

帰属先に争いのある預金債権に関する金融機関の履行遅滞責任

[判決裁判所]

最高裁（第３小法廷）判決

[判決日]

平成１１年６月１５日

[事件番号]

平成９年（オ）第６６３号、６６４号

[事件名]
預金返還等請求及び当事者参加事件

[出典]

金融法務事情１５６６号５６頁

金融・商事判例１０８４号３８頁
[当事者名]

平成９年（オ）第６６３号上告人・同第６６４号被上告人（被告兼参加人、平成８年（ネ）第２４９１号被控訴人・同年（ネ）第２７７２号控訴人）　宇野澤友美（他１名）
対

平成９年（オ）第６６３号被上告人・同第６６４号上告人（原告兼被参加人、平成８年（ネ）第２４９１号控訴人・同年（ネ）第２７７２号被控訴人）　拝師艶子
対

平成９年（オ）第６６３号、同第６６４号被上告人（被告兼被参加人、平成８年（ネ）第２４９１号被控訴人・同年（ネ）第２７７２号被控訴人）　千葉県信用農業協同組合連合会
[事実の概要]

原告Ｘは、昭和５６年頃以降、訴外Ａの内縁の妻であったが、Ａは、訴外Ｂとの間の子である参加人Ｚ１及びＺ２（以下、一括して「Ｚら」という）について、昭和５７年７月２３日に認知の届出をしていた。Ａは、平成３年６月当時、被告Ｙ信用農協組合連合会に対してＡ名義の本件各貯金債権を有していたが、平成４年１月２２日に死亡し、Ｚらが相続人となった。

　Ｘは、平成４年４月１９日、Ｙ及びＺらとの間で本件各貯金債権がＸに帰属することの確認を求めると共に、Ｙに対してその元利金の支払いを求め、本件訴訟を提起した。他方、Ｚらは、Ｙに対し、平成５年６月１５日付で、本件各貯金債権の払戻請求をした。これらに対し、Ｙは、平成６年６月２１日、本件各貯金債権の債権者を確知することができないとして、その元金の合計であると主張する合計１億８２１２万９７６４円を、弁済のために法務局に供託した（以下、「本件弁済供託」という）。

　Ｚらは、平成６年７月１１日、本件各貯金債権は同人らが相続したものであるとして、本件訴訟につき当事者参加の申立てをし、Ｘ及びＹとの間で本件各貯金債権がＺらに帰属することの確認を求めるとともに、Ｙに対し、その元金並びに各貯金債権預入の日から平成５年６月１５日までにおける各貯金債権所定の割合（年５．５％ないし年６．６％）による利息及び同月１６日から支払済までにおける年５分の割合による遅延損害金の支払を求めた。

　第１審である千葉地裁平成８年４月２６日判決（判例集未登載〔平成４年（ワ）６１８号等〕）、及び、原審である東京高裁平成８年１１月２７日判決（判例集未登載〔平成８年（ネ）２４９１号等〕）は、概要以下のように認定判断した。

　第１に、Ａが本件各貯金債権をＸに贈与ないし死因贈与したと認めるに足りる証拠はなく、ＸとＺらとの間において、本件各貯金債権をＸに帰属させる旨合意したとは認められない。したがって、Ｘの請求はいずれも棄却されるべきであり、ＺらとＸ及びＹとの間で、本件弁済供託に係る本件各貯金債権がＺらに帰属することを確認する。しかしながら第２に、本件訴訟の内容及び経過に照らすと、Ｙとしては直ちに本件各貯金債権がＺらに帰属すると判定することはできず、結局、Ｙは、過失なくして債権者を確知することができなかったと解するのが相当であり、本件弁済供託は民法４９４条後段の要件に欠けるところはない。したがって、第３に、Ｙは、Ｚらが平成５年６月１５日にした本件各貯金債権の払戻請求によって履行遅滞の責を負うものではない。そして、第４に、本件各貯金債権の元本債権及び各貯金債権所定の利息債権は、本件弁済供託によって全て消滅した。以上により、ＺらのＹに対する金員支払請求は、棄却されるべきである。

　これに対して、Ｘ及びＺらがそれぞれ上告した。本判決は、このうちＺらのＹに対する本件各貯金債権の払戻請求に関する部分について応えたものである。

 [判旨]
破棄差戻。

「本件においては、本件各貯金債権の債権者であるＺらが平成５年６月１５日付けで右債権の払戻しを請求した当時（ただし、記録上、同請求の意思表示がＹに到達した時期は明らかではない。）、既に、本件各貯金債権の名義人の内縁の妻であるＸから、Ｙ及びＺらに対して本件訴訟が提起され、本件各貯金債権の帰属が争われていたのであるから、Ｙとしては、過失なくいずれの者が真の債権者であるかを確知することができなかったとしても、少なくともその時点で既に弁済供託をすることができたはずである。したがって、その時点で弁済供託をしておけば履行遅滞の責めを免れたことは論をまたない。しかしながら、Ｙにおいて、そのとき直ちに弁済供託をすることなく、ただＺらの払戻請求を拒絶していたとするならば、Ｙとしては、右払戻請求について履行遅滞の責めを免れず、右払戻請求を受けた日の翌日から本件弁済供託をした日までの期間、本件各貯金債権につき遅延損害金の支払義務が発生するというべきである。」
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